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１ 監査の基準 

この監査は、田川市監査基準（令和２年監査委員規程第１号）に準拠し実施した。  

 

２ 監査の種類 

⑴ 監査の名称 

令和５年度定期監査（前期） 

⑵ 根拠法令 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項及び第４項 

 

３ 監査の対象 

⑴ 対象部署 

総務部 税務課 

市民生活部 保健福祉課 

建設経済部 農政課 

農業委員会事務局 

⑵ 対象範囲 

令和４年度の財務等の執行状況（一部指定する年度を含む） 

 

４ 監査の主な実施内容（着眼点） 

下記の調査項目（着眼点）について、事前に監査資料の提出を求め、関係書類を調査

するとともに、適宜書面及び口頭による質問・照会、関係職員からの説明聴取等の方法

により監査を実施した。  

なお、前回定期監査において指摘等がなされた事項については、提出された調査資料

により是正・改善状況を確認した。 

 

【調査項目】 

≪財務監査≫ 

過去の定期監査における指摘事項などからリスクを識別し、量的重要性及び質的重要

性の観点から同リスクの評価を行い、次のとおり調査項目を抽出した。 
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区 分 項 目 事 項 

資金前渡事務 
精算事務 

期限内の精算 

領収書の宛名 

現金出納簿 現金出納簿による整理 

契約事務 

執行伺書 
必要な項目・内容の記載 

随意契約における見積書 

予定価格 
予定価格を記載した書面の作成 

予算額の範囲内における設定 

契約伺書 指定合議先への合議 

契約保証金 

契約締結前における納付 

納付免除規定の適正な運用 

実績を証する写しの添付（免除時） 

契約書 

必要事項の記載 

単年度契約における自動更新条項 

作成省略の適否（50 万円以下など） 

見積書を請書とする際の記名押印等 

支払遅延に至る支払期限の未記載 

収入印紙の貼付漏れ 

財産管理事務 

行政財産使用許可 

使用開始前の申請（更新を含む） 

規定された決裁権者による決裁 

使用許可書の記載事項 

その他適正な手続 

公有財産の貸付け 貸付料の納期内納付 

備品の管理 

備品管理簿等による管理 

重要備品の登録 

廃棄・所管替えによる処理 

郵便切手の管理 
切手管理簿を使用した適正な管理 

時間外における保管 
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区 分 項 目 事 項 

委託料の支出状

況 

前金払に伴う報告 履行後のてん末報告 

履行状況 契約書記載事項の履行 

負担金、補助金

及び交付金の支

出状況 

負担金等の根拠 明確な対象経費・算定の根拠 

規則、要綱等による

手続 
適正な申請等の手続（様式を含む） 

前金払に伴う報告 履行後のてん末報告 

予算執行 支出金額に応じた専決権者 

前回指摘等がな

された事項の是

正・改善状況 

前回指摘等がなさ

れた事項 

前回指摘等がなされた事項の是正・改

善状況 

 

≪行政監査≫ 

対象部署における事務の執行が効果的（所期の目的を達成し効果を挙げていること）

に行われているかについて、第６次田川市総合計画（前期基本計画）実施計画事業から、

各対象部署に係る成果指標及び活動指標の数値並びに令和４年度及び令和５年度におけ

る取組（事業）内容を調査項目として抽出した。 

また、人材育成について、令和４年度における職場人権研修及び職場専門研修の実施

状況を調査項目とした。 

区 分 調 査 項 目 

第６次田川市

総合計画（前

期基本計画）

実施計画事業 

〔税務課〕 

市収入金収納率向上及び債権管理適正化事業 

成
果
指
標 

現状値、目標値達成に向けて令和４年度に実施した主な取組

(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組(事業)内容 

 経常経費に対する自主財源の割合 

活
動
指
標 

目標値に対する実績、目標値達成に向けて令和４年度に実施

した主な取組(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組

(事業)内容 

 

滞納処分の強化、関係各課の情報共有による徴収率向上 

ファイナンシャルプランナーによる相談対象者抽出（予約

件数） 
 

ファイナンシャルプランナーによる相談実施件数（のべ） 
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区 分 調 査 項 目 

第６次田川市

総合計画（前

期基本計画）

実施計画事業 

〔保健福祉課〕 

健康診査事業 

成
果
指
標 

現状値、目標値達成に向けて令和４年度に実施した主な取組

(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組(事業)内容 

 ５大がんの検診受診者数 

活
動
指
標 

目標値に対する実績、目標値達成に向けて令和４年度に実施

した主な取組(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組

(事業)内容 

 

がん検診実施回数 

ヤング健診受診者数 

一般介護予防事業（保健センター） 

成
果
指
標 

現状値、目標値達成に向けて令和４年度に実施した主な取組

(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組(事業)内容 

 
要支援・要介護認定されていない６５歳以上の高齢者の割

合 

活
動
指
標 

目標値に対する実績、目標値達成に向けて令和４年度に実施

した主な取組(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組

(事業)内容 

が 

介護予防教室参加者数 

ボランティア活動人数 

介護予防教室でのボランティア活動回数 

第６次田川市

総合計画（前

期基本計画）

実施計画事業 

〔農政課〕 

農地集積及び水田農業等支援事業 

成
果
指
標 

現状値、目標値達成に向けて令和４年度に実施した主な取組

(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組(事業)内容 

 農地集積率（利用権設定・中間管理機構） 

活
動
指
標 

目標値に対する実績、目標値達成に向けて令和４年度に実施

した主な取組(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組

(事業)内容 

介 
「人・農地プラン」の新規認定又は変更認定 

農地中間管理事業の活用件数 



5 

 

区 分 調 査 項 目 

森林保全整備事業 

成
果
指
標 

現状値、目標値達成に向けて令和４年度に実施した主な取組

(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組(事業)内容 

 森林整備事業実施面積 

活
動
指
標 

目標値に対する実績、目標値達成に向けて令和４年度に実施

した主な取組(事業)内容及び令和５年度に実施する主な取組

(事業)内容 

「 

巡視活動 

林分調査・簡易測量 

間伐の実施 

人材育成につ

いて 

職場人権研修 期日、所要時間、主な内容、講師名、実施体制、

効果 職場専門研修 
 

※１ 成果指標 … 目標値は令和７年度目標値、現状値は令和４年度現状値 

※２ 活動指標 … 目標値は令和４年度目標値、実績は令和４年度実績 
 

 

５ 監査の実施場所及び日程 

⑴ 実施場所 

監査事務局及び対象部署執務室等 

⑵ 日程 

令和５年１０月２３日から令和６年１月２９日まで 

 

６ 監査の結果等 

上記のとおり監査した限りにおいて、概ね、監査の対象となった事務が法令に適合し、

正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化

に努めていることが認められた。ただし、事務執行の一部において、改善、検討を必要と

する事項が見受けられたので、これらについては適正な事務執行を行うとともに、今後

十分研鑽の上、万全を期されるよう望むものである。  

なお、是正、改善を必要とする事項の対象部署ごとの内容については、７ページから

１４ページまでに記載のとおりである。 
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≪参考≫ 

監査の結果に係る取扱基準 

 

（趣旨） 

１ この基準は、是正又は改善の必要がある事項として定期監査の結果（以下「監査結果」

という。）に記載する際の判断基準及び措置報告の要否について定めるものとする。 

（是正・改善事項の区分） 

２ 是正又は改善の必要がある事項として監査結果に記載する区分は、指摘事項又は注意

事項とし、区分ごとの判断基準及び措置報告の要否は、次の表のとおりとする。 

区 分 判   断   基   準 
措置報告 

の要否 

指 摘 

事 項 

① 法令、条例、規則等（以下「法令等」という。）に違反している

もの 

② 要綱、要領、マニュアル、通知等の明文化されたもの（以下「要

綱等」という。）に違反しているもの 

③ 経済的損失を生じていると認められるもの 

④ 事務処理が著しく正確性に欠けると認められるもの 

⑤ 経済性、効率性又は有効性の観点から、是正又は改善が必要と

認められるもの 

⑥ 前回指摘された事項のうち、是正、改善等がなされていないと

認められるもの 

〇 

注 意 

事 項 

① 法令等及び要綱等には違反していないものの、個別の契約書な

どにおいて定めた規定、条件等を遵守していないもの 

② 明確な数値等の基準が示されていないものの、適切な事務の執

行に向けて、是正又は改善を求めるもの 

③ 経済性、効率性又は有効性の観点から、是正又は改善を求める

もの 

④ 記載誤り、記載漏れ等の軽微な誤りと認められるもの 

× 

附 則 

この基準は、令和５年度に実施する定期監査から適用する。 



7 

 

総務部 税務課 

【調査項目】 

≪財務監査≫ 

区分 項 目 

是正・改善の必要がある事項 

確認した事実 根拠・理由等 区分・内容 

契
約
事
務 

 

契約書 

 

(抽出・10/49) 

 

見積書を請書に代える場合

の業者の記名押印がないも

のがあった。 

 

(「ストックフォーム購入」

１件) 

 

契約事務規則第３２条

第２項ただし書「ただ

し、随意契約の場合は、

その設計書、見積書等

に契約金額、契約不適

合責任の期間、履行期

限及び契約年月日を記

入し、記名押印してこ

れを請書に代えること

ができる。」 

 

 

＜指摘事項＞ 

見積書を請書に

代える場合は、同

見積書に必要事

項を記入すると

ともに、契約締結

業者の記名押印

が必要である。 

財
産
管
理
事
務 

 

備品の管理 

 

(抽出・10/265) 

 

備品登録をしているものの

で、現物が確認できないも

のがあった（廃棄の申請漏

れ）。 

 

(H25 年度購入「コピー機」

１件) 

 

田川市財務規則 (平成

13 年規則第 14 号。以

下「財務規則」という。) 

第４０条「市長は、その

管理する備品につい

て、次の各号のいずれ

かに掲げる異動が生じ

た場合は、備品異動申

請書により会計管理者

に通知しなければなら

ない。…」、第４１条第

１項、第５８条第１項

第３号及び同条第２項 

 

 

＜指摘事項＞ 

管理する備品に

廃棄等の異動が

あった場合は、備

品異動申請書（電

子情報）により会

計管理者に通知

（送信）する必要

がある。 

委
託
料
の
支
出
状
況 

 

履行状況 

 

(抽出・10/20) 

 

業務完了報告書について、

契約書及び仕様書で定めた

具体的な作業内容等の履行

を確認できない記載内容と

なっているものがあった。 

 

(「住民税申告支援システム

ソフトウェア保守業務委託

契約」１件) 

 

 

業務委託契約書第１３

条「受注者は、仕様書に

基づき、毎月月末まで

の作業内容・実績工数・

個人情報の取扱状況等

を記載した報告書を発

注者が指示する書面に

より作成し、翌月１０

日までに発注者に提出

し、契約履行の確認を

受けるものとする業務

完了報告を行う。」 

 

 

＜注意事項＞ 

業務完了報告を

受ける際の報告

書としては、業務

委託契約書及び

仕様書で定めた

内容を記載した

書面を指示すべ

きである。 

 
※１ 「項目」欄の( )内は、確認方法(全件又は抽出)及び件数(全件件数又は抽出件数/全件件数)

を記載 
 
※２ 「確認した事実」欄の( )内は、具体的内容、件数等を記載 
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市民生活部 保健福祉課 

【調査項目】 

≪財務監査≫ 

区分 項 目 

是正・改善の必要がある事項 

確認した事実 根拠・理由等 区分・内容 

契
約
事
務 

 

執行伺書 

 

(抽出・10/178） 

 

１人の見積りとする場合の

理由を「他業者取扱いなし」

としているが、業務内容は、

宛名プリント、封入封緘業

務、発送であり、他業者の

取扱いがないような特殊な

業務ではなかった。 

 

(「がん検診推進事業に係る

業務委託」１件) 

 

契約事務規則第２５条

第１項「随意契約によ

る場合は、なるべく２

人以上の者から見積書

を徴さなければならな

い。ただし、…。」 

契約事務規則第２５条

第２項第２号「前項本

文の規定により見積書

を徴する場合におい

て、契約の性質又は目

的により次の各号のい

ずれかに該当するとき

は、見積書を徴する者

を１人とすることがで

きる。…⑵２人以上か

ら見積書を徴すること

が適当でないとき。」 

 

 

＜指摘事項＞ 

契約事務規則等

の規定に基づき

見積書を徴さな

い場合、見積書を

徴する者を１人

とする場合等に

該当しなければ、

２人以上の者か

ら見積書を徴す

べきである。 

 

契約書 

 

(抽出・10/178) 

 

予算措置がなされていない

期間を含めた、契約の自動

更新条項を定めているもの

があった。 

 

(「放射線量測定委託契約」

１件) 

 

 

地方自治法第２３２条

の３「普通地方公共団

体の支出の原因となる

べき契約その他の行為

（これを支出負担行為

という。）は、法令又は

予算の定めるところに

従い、これをしなけれ

ばならない。」 

 

 

＜指摘事項＞ 

契約の期間は、予

算の定めるとこ

ろに従い行うべ

きである。 

 

 

見積書を請書に代える場合

の業者の記名押印がないも

のがあった。 

 

(「母子健康手帳の購入」等

３件) 

 

 

契約事務規則第３２条

第２項ただし書「ただ

し、随意契約の場合は、

その設計書、見積書等

に契約金額、契約不適

合責任の期間、履行期

限及び契約年月日を記

入し、記名押印してこ

れを請書に代えること

ができる。」 

 

 

＜指摘事項＞ 

見積書を請書に

代える場合は、同

見積書に必要事

項を記入すると

ともに、契約締結

業者の記名押印

が必要である。 
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区分 項 目 

是正・改善の必要がある事項 

確認した事実 根拠・理由等 区分・内容 

契
約
事
務 

 

契約書 

 

(抽出・10/178) 

 

 

契約書に貼付する収入印紙

の金額を誤っているものが

あった。 

 

(「新型コロナワクチン追加

接種(４回目接種)における

接種券等の印刷及び封入業

務委託」１件) 

 

 

印紙税法第３条第１項

「別表第一の課税物件

の欄に掲げる文書のう

ち、第五条の規定によ

り印紙税を課さないも

のとされる文書以外の

文書の作成者は、その

作成した課税文書につ

き、印紙税を納める義

務がある。」 

 

 

＜指摘事項＞ 

印紙税法別表第

一の「二 請負に

関する契約書」の

うち、二百万円を

超え三百万円以

下のものに該当

するため、収入印

紙の金額を千円

とすべきである。 

 

財
産
管
理
事
務 

 

備品の管理 

 

(抽出・10/全件) 

 

取得価格が１０万円以上の

備品において、重要備品と

して登録されていないもの

があった。また、１０万円

未満の備品において、重要

備品として登録されている

ものがあった。 

 

(重要備品登録漏れ：R2 購

入「体組成計 DC-13C」等 

１１件) 

(重要備品登録誤り：H25 購

入「カルテ収納棚」１件) 

 

 

財務規則第３９条第２

項「前項第１号に規定

する備品のうち、１品

又は１組の取得価格が

１０万円以上のもの

は、重要備品とする。」 

 

＜指摘事項＞ 

規定に沿った、取

扱いが必要であ

る。 

委
託
料
の
支
出
状
況 

 

履行状況 

 

(抽出・10/74) 

 

契約書で定められた提出期

限を過ぎて、請求書が提出

されているものがあった。 

 

(「妊婦健康診査委託契約」

１件) 

 

妊婦一般健康診査委託

契約書第４条第１項

「乙は、委託業務終了

後、前月分を取りまと

めの上 毎月２５日ま

でに請求書を添えて甲

に提出するものとす

る。」 
 

 

＜注意事項＞ 

契約書の定めに

沿った、取扱いが

必要である。 

交
付
金
の
支
出
状
況 

負
担
金
、
補
助
金
及
び 

 

前金払に伴う

報告 

 

(抽出・10/23) 

 

前金払を受けた者が行う会

計管理者へのてん末の報告

がなされていないものがあ

った。 

 

(「田川市食生活改善推進会

助成金」１件) 

 

田川市会計事務規則

(平成 13 年規則第 15

号。以下「会計事務規

則」という。)第３７条

第２項「前金払を受け

た者が、債務を履行し

たときは、そのてん末

を書類により速やかに

市長を経て会計管理者

に報告しなければなら

ない。ただし、…。」 
 

 

＜指摘事項＞ 

前金払を行った

ときは、事務事業

実績報告書の提

出を受けた後、会

計管理者に対し

報告を行う必要

がある。 

 

 
※１ 「項目」欄の( )内は、確認方法(全件又は抽出)及び件数(全件件数又は抽出件数/全件件数)

を記載 
 
※２ 「確認した事実」欄の( )内は、具体的内容、件数等を記載  



10 

 

建設経済部 農政課 

【調査項目】 

≪財務監査≫ 

区分 項 目 

是正・改善の必要がある事項 

確認した事実 根拠・理由等 区分・内容 

契
約
事
務 

 

契約書 

 

(抽出・10/21) 

 

見積書を請書に代える場合

の業者の記名押印がないも

のがあった。 

 

(「田川市実践型栽培施設水

中ポンプ修繕」等４件) 

 

 

契約事務規則第３２条

第２項ただし書「ただ

し、随意契約の場合は、

その設計書、見積書等

に契約金額、契約不適

合責任の期間、履行期

限及び契約年月日を記

入し、記名押印してこ

れを請書に代えること

ができる。」 

 

 

＜指摘事項＞ 

見積書を請書に

代える場合は、同

見積書に必要事

項を記入すると

ともに、契約締結

業者の記名押印

が必要である。 

 

 

契約書必要記載事項である

『契約不適合責任』を『か

し担保期間』と記載してい

るものがあった。 

 

(「台風１１号及び台風１４

号災害による田川市実践型

栽培施設復旧工事」１件) 

 

 

契約事務規則第３０条

第１項「契約を締結す

る場合は、次に掲げる

事項を記載した契約書

及び契約に必要な書類

を作成し、…⑽契約不

適合責任…」 

 

 

＜指摘事項＞ 

令和２年の民法

改正及び契約事

務規則の改正を

反映した文言で

契約書の作成を

行う必要がある。 

 

財
産
管
理
事
務 

 

備品の管理 

 

(抽出・ 10/92 

(H15 以降登録

分)) 

 

備品の登録漏れのほか、登

録をしているものの、現物

が確認できないものがあっ

た（廃棄の申請漏れ）。また、

備品登録上の所属と異なる

課、係等で使用されている

ものがあった。 

 

(登録漏れ：R3 購入「ロッカ

ー」２件) 

(廃棄漏れ：H16 購入「プリ

ンター」１件) 

(登録誤り：H16 購入「キャ

ビネット(W388：D620：H740)

３件」 

 

 

財務規則第４０条「市

長は、その管理する備

品について、次の各号

のいずれかに掲げる異

動が生じた場合は、備

品異動申請書により会

計管理者に通知しなけ

ればならない。…」、第

４１条第１項「物品管

理者は、備品一覧及び

異動備品一覧表を備え

て備品の管理状況を明

らかにしなければなら

ない。」、第５８条第１

項第３号及び同条第２

項 

 

 

＜指摘事項＞ 

管理する備品の

購入や異動があ

った場合は、備品

異動申請書（電子

情報）により会計

管理者に通知（送

信）する必要があ

る。 
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区分 項 目 

是正・改善の必要がある事項 

確認した事実 根拠・理由等 区分・内容 

財
産
管
理
事
務 

 
行政財産使用

許可 

 

(全件・4) 

 
行政財産使用許可書を交付

するに当たり、『遅延損害

金』の項目が未記載のもの

があった。 
 
(猪国 772 番 1 の一部) 

 
財務規則第３１条第２

項「市長は、前項の許可

申請が前条に適合する

場合には、次に掲げる

条件を付し、行政財産

使用許可書を交付する

ものとする。…⑽遅延

損害金」 
 

 
＜指摘事項＞ 

行政財産使用許

可書に『遅延損害

金』の項目を記載

する必要がある。 
 

 
行政財産に係る目的外使用

の許可に当たり、財産活用

課長への合議がなされてい

ないものがあった。 

 

(奈良 312 番 9) 

 
田川市事務決裁規定第

４条別表第２共通決裁

事項（財務に関する事

項）１０行政財産の管

理に関すること「行政

財産の目的外使用に関

し、１月以上の場合、財

産活用課長への合議が

必要」 
 

 
＜指摘事項＞ 

行政財産の目的

外使用の許可に

おいて、１月を超

える場合、財産活

用課長への合議

が必要である。 
 

委
託
料
の
支
出
状
況 

 
前金払に伴う

報告 

 

(全件・8) 

 
前金払を受けた者が行う会

計管理者へのてん末の報告

がなされていないものがあ

った。 

 

(「ジビエ(狩猟肉)食品加工

施設  プレハブ冷蔵庫及び

冷凍庫保守点検業務委託」

１件) 
 

 
会計事務規則第３７条

第２項「前金払を受け

た者が、債務を履行し

たときは、そのてん末

を書類により速やかに

市長を経て会計管理者

に報告しなければなら

ない。ただし、…。」 
 

 
＜指摘事項＞ 

前金払を行った

ときは、業務完了

後、会計管理者に

対し報告を行う

必要がある。 

 

 
履行状況 

 

(全件・8) 

 
契約書で定められている履

行期限後に、成果物が納品

されているものがあった。 

 

(「令和４年度荒廃森林整備

事業（特定調査）業務委託」

１件) 
 

 
契約において定めた履

行期限：令和５年３月

１７日 

成果物の納品日：令和

５年３月２７日 

 

 
＜指摘事項＞ 

契約において定

めた履行期限内

に成果物を納品

してもらう必要

がある。 

負
担
金
、
補
助
金
及
び
交
付
金
の
支
出
状
況 

 
規則、要綱等に

よる手続 

 

(抽出・10/21) 

 
要綱で定められている補助

金遂行状況報告書が期日ま

でに報告されていないもの

があった。 

 

(「田川市経営所得安定対策

等推進事業費補助金(田川

市地域水田農業推進協議

会)」１件) 

 
田川市経営所得安定対

策等推進事業費補助金

交付要綱第８条第１項

「地域協議会の長は、

補助金の交付決定に係

る年度の９月３０日現

在における事業の遂行

状況について、田川市

経営所得安定対策等推

進事業費補助金遂行状

況報告書を作成し、当

該年度の１０月１０日

までに市長に提出しな

ければならない。…」 
 

 
＜指摘事項＞ 

定められた期日

までに補助金遂

行状況報告書を

受ける必要があ

る。 

 
※１ 「項目」欄の( )内は、確認方法(全件又は抽出)及び件数(全件件数又は抽出件数/全件件数)

を記載  
※２ 「確認した事実」欄の( )内は、具体的内容、件数等を記載 
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≪行政監査≫ 

区 分 

是正・改善の必要がある事項 

 調 査 項 目 

人材育成について 
 

＜注意事項＞ 

田川市人権教育・啓発基本計画にお

いて、市職員等は、職務の性質上、

特定職業従事者として、さらなる人

権意識の高揚を図ることが求めら

れている。同計画等を踏まえ、職場

における人権研修の実施を求める。 

 

 

職場人権研修 
期日、所要時間、主な内容、講師名、

実施体制、効果 
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農業委員会事務局 

【調査項目】 

≪財務監査≫ 

区分 項 目 

是正・改善の必要がある事項 

確認した事実 根拠・理由等 区分・内容 

資
金
前
渡
事
務 

 

精算事務 

 

(全件・1) 

 

精算事務を遅延しているも

のがあった。 

 

(「全国農業委員会会長代表

者集会及び農産物即売所等

視察に伴う旅費」１件) 

 

会計事務規則第３５条

第２項「資金前渡を受

けた職員は、支払義務

の発生後速やかに適正

な支払をなし、その支

払完了後７日以内に精

算書を作成し、証拠書

類を添え市長の決裁を

経て会計管理者に送付

しなければならない。

…」 

 

 

＜指摘事項＞ 

資金前渡を受け

た場合は、支払い

完了後７日以内

に清算事務の完

了が必要である。 

財
産
管
理
事
務 

 

行政財産使用

許可 

 

(全件・2) 

 

行政財産に係る目的外使用

の許可に当たり、財産活用

課長への合議がなされてい

なかった。 

 

(「大浦地区薪炭林の一部」

２件) 

 

田川市事務決裁規定第

４条別表第２共通決裁

事項（財務に関する事

項）１０行政財産の管

理に関すること「行政

財産の目的外使用に関

し、１月以上の場合、財

産活用課長への合議が

必要」 

 

 

＜指摘事項＞ 

行政財産の目的

外使用の許可に

おいて、１月を超

える場合、財産活

用課長への合議

が必要である。 

 

備品の管理 

 

(抽出・10/全備

品) 

 

確認した備品の全てが農政

課の登録となっていた。 

なお、令和３年４月に一括

して管理替えが行われてお

り、同時期に行われた機構

改革の際に誤って登録され

た可能性がある。 

 

財務規則第４０条「市

長は、その管理する備

品について、次の各号

のいずれかに掲げる異

動が生じた場合は、備

品異動申請書により会

計管理者に通知しなけ

ればならない。…」、第

４１条第１項、第５８

条第１項第３号及び同

条第２項 

 

 

＜指摘事項＞ 

管理する備品に

異動があった場

合は、備品異動申

請書（電子情報）

により会計管理

者に通知（送信）

する必要がある。 

 
※１ 「項目」欄の( )内は、確認方法(全件又は抽出)及び件数(全件件数又は抽出件数/全件件数)

を記載 
 
※２ 「確認した事実」欄の( )内は、具体的内容、件数等を記載 
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≪行政監査≫ 

 

区 分 

是正・改善の必要がある事項 

 調 査 項 目 

人材育成について 
 

＜注意事項＞ 

田川市人権教育・啓発基本計画にお

いて、市職員等は、職務の性質上、

特定職業従事者として、さらなる人

権意識の高揚を図ることが求めら

れている。同計画等を踏まえ、職場

における人権研修の実施を求める。 

 

 

職場人権研修 
期日、所要時間、主な内容、講師名、

実施体制、効果 
 


